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（注）総務省資料を一部加工
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〇 公営企業とは、地方公共団体が行う事業のうち、「企業」と観念されるもの。
〇 一般会計においては税収等を財源として事業が行われるのに対し、公営企業の事業に要する

経費については、原則として事業の経営に伴う収入が充てられます。
このことを独立採算の原則といいます。

一般会計等が負担すべき経費は総務省の繰出基準に
よって定められています。



〇 公営企業会計は、民間企業会計のように取引が発生した時点で記録する発生主義を採用して
います。

〇 常に企業の経済性を発揮することで、独立採算による運営を行っています。

2



3

〇 公営企業会計には、収益的収支と資本的収支の２つの予算があります。
〇 収益的収支は、料金収入や施設の維持管理費などに係るものを、資本的収支は、施設の整備

や改修などに係るものを対象としています。

※公営企業会計では、現金支出を伴わない費用（減価償却費等）
と利益（黒字額）を補てん財源として資本的支出の財源に充てる
ことができます。

収益的収支 資本的収支

収入 支出 収入 支出

建設費

元金
償還金

水道料金
(下水道
使用料等)

一般会計
繰入金

維持
管理費

黒字額

企業債

国庫
補助金

不足額

減価

償却費

補てん

財源
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〇 水道事業会計、公共下水道事業会計、農業集落排水事業会計における令和８年度予算
収益的収支の状況は下図のとおりです。※資本的収支については省略しています。

〇水道事業会計は、水道料金収入が大半
を占めており、（一部、消火栓の維持管理
に係る経費を、消防局から繰り入れていま
す。）給水に係る経費を料金収入により賄
う、独立採算制で運営を行っています。

〇令和８年度は約５．８億円の赤字を見込
んでいます。

水道事業 公共下水道事業 農業集落排水事業

〇公共下水道事業は、雨水の排除と汚水の
処理を行っている事業です。雨水公費・汚水
私費の原則により、雨水の排除に係る経費
は一般会計が負担し、汚水の処理に係る経
費について使用料収入により賄う、独立採
算制で運営を行っています。

〇令和８年度は約４億円の赤字を見込んで
いますが、令和８年１０月の使用料改定によ
り、将来的に赤字が解消する見込みです。

〇農業集落排水事業は、農業用用排水の
水質保全を主たる目的とした事業です。

〇汚水の処理に要する支出に対して、農
業集落排水事業使用料収入の割合が低く
、総務省の定める繰出基準以外の赤字補
填分を繰り入れています。

〇このことから、一般会計繰入金に依存し
ている事業です。

赤字額が発生してい
ることにより補てん財
源が減少しています。

赤字額が発生してい
ることにより補てん財
源が減少しています。

収入 支出

消火栓負担金等

水道料金

赤字額
約5.8億円

維持
管理費

減価

償却費

県水

受水費

収入 支出

維持
管理費

下水道
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赤字額
約4.0億円
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流域

下水道

負担金
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農業集落排水

事業使用料
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管理費
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総務省通知「公営企業の経営に当たっての留意事項について」において、各自治体に経
営戦略の策定を要請

なお、農業集落排水事業についても、
上下水道局に組織が移行される前に
独自で経営戦略を策定しています。

H26.8.29

川越市上下水道事業経営戦略（令和２年度～令和１１年度）を策定

総務省通知「公営企業の経営に当たっての留意事項について」において、各自治体に令
和７年度までの経営戦略の見直しを要請（３～５年に１度の見直しが要請されている。）

R4.1.25

川越市上下水道事業経営戦略（令和７年度版）を策定

今後、急速な人口減少等に伴うサービス需要の減少や、高度成長期に整備した施設の老朽化
に伴う更新需要の増大など、経営環境が厳しさを増す中、中長期的な視野に立った経営が求めら
れており、事業の持続可能性を確保するため、わかりやすい形での将来の見える化を実現する手
法として「経営戦略」の策定が要請されています。

R元年度

R6年度
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経営戦略は、総務省からの要請による基本的な考えを踏まえるとともに、「第四次川越市総合計
画」や「川越市上下水道ビジョン」等、既存の計画との整合を図るものとしています。

経営戦略は令和７年から令和１６年の１０年間を計画期間
としています。

（注）令和７年度版経営戦略P4より抜粋

上位計画である
川越市上下水道ビジョン
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○川越市の水道施設の状況は、高度成長期に整備した水道管路の老朽化が進み、令和６年度
には、管路経年化率が３１％になると見込まれています。また、耐震化需要も高まっています。

○経営面では、料金回収率は令和５年度時点で９４．５５％となっており、今後も物価高騰や県の
水道用水の値上げの影響により、令和８年度以降、事業収支が赤字となる見込であり、赤字幅
が年々拡大する見込みです。

① 水道事業

⇒ 赤字を解消し、更に更新財源を確保するために、令和９年１０月に４５％、
令和１４年１０月に更に１５％の水道料金改定を設定しました。



⇒ 赤字解消と管きょ更新財源を補うため、令和８年１０月に４０％、令和１３年１０月に更に１０％
の下水道使用料改定を設定しました。

② 公共下水道事業

○川越市の下水道施設の状況は、高度成長期に整備した管きょの老朽化が進み、また、耐震化
も必要と見込まれています。

○経営面では、経費回収率は令和５年度時点で９３．２５％となっており、物価高騰や流域下水道
維持管理負担金単価の値上げの影響により、令和７年度以降、事業収支が赤字となる見込で
あり、赤字幅が年々拡大する見込みです。
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これを受け、令和７年度の経営審議会にて、平均改定率３８．１％の答申をいただき、令和８年
３月議会での議決を経て、令和８年１０月から新しい使用料になります。
この使用料改定により、令和９年度以降は２～３億円程度の黒字を見込んでいます。



〇処理施設や管きょの更新時期は直近の課題ではありませんが、ポンプ類や計器類については、
耐用年数が１０年から２０年程度であるため、令和９～１３年度に更新需要が集中することが見込
まれます。

○経営面では、経費回収率が１５％程度で推移する予定であり、一般会計からの繰出金に依存す
る経営体質です。

（注）農業集落排水事業経営戦略P11より抜粋

③ 農業集落排水事業

⇒ 一般会計からの繰出金を減らし、独立採算に近づけるため、使用料単価を１５０円／㎥にす
ることを目標とし、令和１３年４月に４０％の使用料改定を設定しました。

⇒ 今後、公営企業会計適用後の経営状況等を分析し、改めて使用料の在り方等について検討
する予定です。

R9～13に更

新が集中する
と見込まれて

います。 使用料単価について
は、３パターンの試算
を行い、③の150円/㎥

に設定しました。
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